
参考                               北九州市市税条例新旧対照表 

新 旧 

   付 則 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第６条の３ 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に限り、

医療保険各法等（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

第７条第１項に規定する医療保険各法及び高齢者の医療の確保に関する法律をい

う。以下この条において同じ。）の規定により療養の給付として支給される薬剤

との代替性が特に高い一般用医薬品等（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）第４条第５項第３号

に規定する要指導医薬品及び同項第４号に規定する一般用医薬品をいう。以下こ

の条において同じ。）及びその使用による医療保険療養給付費（医療保険各法等

の規定による療養の給付に要する費用をいう。）の適正化の効果が著しく高いと

認められる一般用医薬品等の使用を推進する観点から、所得割の納税義務者が前

年中に自己又は自己と生計を一にする配偶者その他の親族に係る特定一般用医薬

品等購入費（租税特別措置法第４１条の１７第１項に規定する特定一般用医薬品

等購入費をいう。）を支払った場合において当該所得割の納税義務者が前年中に

健康の保持増進及び疾病の予防への取組として令附則第４条の７第２項に規定す

る取組を行っているときにおける第１９条の規定による控除については、その者

の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項（第２号を除く。

）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４条の５第３項の規定により

読み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分に限る。）」

として、同条の規定を適用することができる。 
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年中に自己又は自己と生計を一にする配偶者その他の親族に係る特定一般用医薬

品等購入費（租税特別措置法第４１条の１７第１項に規定する特定一般用医薬品
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